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貧困政策における「EBPM」の現状
子どもの貧困対策・子育て政策に用いられやすい「感情」的なエビ
デンス。
俯瞰的な観点

Silent な層
財政問題

現状としてある自治体による子どもの貧困対策のための生活実態
調査→R3年1月までに308市町村が実施
自治体レベルで使えるエビデンスの制約（自治体の制約＋研究者の制約）
⇒簡単なクロス表くらいしか使えない。＋それ以上の高度の分析の必要性
の薄さ。

としても、子どもの貧困の実態を測る最強のデータ

忘れられがち



自治体による子どもの貧困調査の活用＿
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2013 2016~2022

沖縄県

大阪府

・・・
R3.1までに
30都道府県、
308市町村

が実施

広島県

東京都

北海道

高知県

国際的に通用する
貧困定義が可能

大規模かつ網羅的

しかし、自治体では
それぞれの調査の単
純集計か簡易クロス
表を報告書に掲載し
てその後データは棚
上げ
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• 自治体の説得
• 統計法にて未

規定
• 条例の未整備
• 前例の欠如
• データ統合の

テクニカル課
題

東京都立大学
大阪府立大学
北海道大学
沖縄大学
東京医科歯科大学
日本福祉大学

自治体デー
タの

二次利用に
関する制約
の
突破

自治体データの統合
による子どもの貧困
データベース構想

豊富な保護者＋
子ども情報

殆んど同じ調査票

各自治体に
子どもの貧
困の実態調
査の実施を
努力義務化

3

2022~2025
文科省 学変（A)
「貧困学の確立：分断を
超えて」

（都道府県）
東京、広島、
山口、高知、
長野、北海道、
沖縄、愛知

（市町村）
松戸市、世田
谷区、中野区、
大田区、狛江
市、八王子市

子どもの貧困
データベース
（R5.3.7.現在）
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男性： 年齢階層別の貧困率の推移： 1985から2018
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３０年間で、貧困は高齢者の問題から若者の問題へ変容

俯瞰的な視点： 日本の貧困層の年齢転換

4出所：阿部彩（2021）「貧困の長期的動向：相対的貧困率から見えてくるもの」貧困統計ホームページ https://www.hinkonstat.net/



俯瞰的な視点：
悪化しているのは「再分配前」の貧困率
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出所：阿部彩（2022）「子どもの貧困率（2022/06/06更新）」https://www.hinkonstat.net/



俯瞰的な視点：PPP（購買力平価）で見ると、日本の子ども
のいる世帯の所得は決して高くない（2017年, PPPドル）
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子どものある世帯の可処分所得（2017PPP$）

子どものある世帯の可処分所得の中央値 所得5分位の最下位の子どもの平均可処分所得

出所 : Bradbury, Bruce, Aya Abe, Markus Jantti, Inhoe Ku & Julia Shu-Huah Wang (2022) “Explaining the Child Poverty Outcomes of Japan, South 
Korea and Taiwan,” LIS working papers series No.840.

日本の子どものいる世帯の平均所得は、韓国や台湾よりも低く、イタリア、イギリス以外のすべての国々より低い。

下位５分位の子どものいる世帯の状況はさらに悪い。



日本の子どものいる世帯への支援は東アジア諸国に比べても手薄い

台湾は、子どものある世帯については大きな生計扶助が給付される。また、住宅扶助も「最大」の場合は給付される。

日本は、生保受給していなければ、実質的には児童手当・就学援助費のみ。
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モデル・ファミリー想定：平均賃金の50%で男性が働く夫婦＋子２人（学齢期）世帯の所得構造（2019年（PPP$）

出所：阿部彩（2022）「ガラパゴス化する日本のワーキング・」プア対策」宮本太郎編『自助社会を終わらせる』岩波書店, p.35-63.



貧困率は徐々に年齢の高い子どもほど高くなっていった
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8出所：阿部彩（2022）「子どもの貧困率（2022/06/06更新）」https://www.hinkonstat.net/

中学生以上の貧困対策を！



「緊急」「一時的」な対処ではなく、長期的な戦略が必要：
生活困難は「コロナ」で初めて現れた問題ではない。

9出所： 国立社会保障・人口問題研究所（2018）「生活と支え合い調査」
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過去１年間で金銭的な理由で滞納があった割合（2017年）

ひとり親（二世代） ひとり親（三世代）

コロナ前！



日本の子どもの貧困政策の方向性
子どもの貧困率の悪化は、30年間にわたる「親」の稼得能力（＝貧困
からの防御力）の低下が要因。「親」の稼得能力（最貧層の人々の勤労
所得）の増加がまず必要。

他の東アジア諸国は、高成長に支えられて、子どものいる世帯への支
援策を拡充してきた。日本は、高成長期に貧困世帯や子どものいる世
帯への支援を拡充してこなかった。

「緊急」「一時的」処置ではなく長期的戦略が必要

財政赤字を悪化させない子ども政策。拡散ではなく、集
中。
現金給付のターゲティングの毛嫌い。⇒若者を成長産業へ。教育投
資。

定時制高校・専門高校（工業高校・農業高校・商業高校）への重点
的支援→学・食・職の支援


